継続的商品取引契約書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売主（甲）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　買主（乙）　　　　　　　　　　　　
売主甲と買主乙との間で、甲が販売する商品の継続的売買に関する契約を締結した。
第1条 甲はこの契約の定めるところに従い、乙に対して甲の商品を売渡し、乙はこれを買い受ける。
第2条 乙は、甲の請求を受けたとき、販売先等の営業状況の資料を提出しなければならない。
第3条 代金の支払いは毎月末日までに納品した分につき、翌々月10日までに現金にて支払う。この場合、甲は、乙に引き渡した商品につき、毎月末日締め切りにて計算し、当該請求書を乙に送付する。
第4条 甲が乙に対し債務を負担するときは、その債務と甲が乙に対して有する債権とを、その弁済期にかかわらず、いつでも相殺することができる。
第5条 乙が次の各号の１つに該当した場合、乙は直ちに期限の利益を失い、甲に対する債務の全額を１時に支払わなければならない。
1. 第3条に定めた代金決済を怠った時
2. 公租公課を滞納したとき
3. 差押、仮差押、仮処分、競売、強制執行等を受けたとき
4. 破産、和議、会社整理、会社更正の申立があったとき
5. 営業を廃止し、または精算に入ったとき
6. 本契約の条項に違反したとき
第６条　乙は甲の要求があった場合は、本契約上の債務担保のため、甲の指定に従い、下記の１つまたは、あわせて２つ以上の方法をとらねばならない。
1 甲の認める連帯保証人を立てること。
2 不動産を担保に供し、これに根底当権、代物弁済予約による所有権移転請求権、賃借権設定請求権を設定すること。
3 保証金を差し入れること。
4 有価証券を預託すること。
5 乙の売掛金の譲渡、もしくは代理受領権を甲に与えること。
6 在庫中の甲の商品を引き渡すこと。
第7条 　乙の販売地域は東京とし、右地域外に販売するときは、甲の書面による同意を得なければならない。　
第8条 本契約に関する争いは甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第１審の管轄裁判所にすることに合意した。
上記の通り契約が成立したので本契約書２通を作成し、甲乙各１通を保有する。
　　
平成　　年　　月　　日
売主（甲）　　　　　　　　　　　
買主（乙）
